
まち・ひと・しごと創生法の概要 
  

 少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域
で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社会を維持していくために、まち・ひと・しごと創生（※）に関する施策を
総合的かつ計画的に実施する。 

 ※まち・ひと・しごと創生：以下を一体的に推進すること。 

   まち…国民一人一人が夢や希望を持ち、潤いのある豊かな生活を安心して営める地域社会の形成 

   ひと…地域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保 

   しごと…地域における魅力ある多様な就業の機会の創出 

  

基本理念（第２条）  

①国民が個性豊かで魅力ある地域社会で潤いのある豊かな生活を営めるよ
う、それぞれの地域の実情に応じた環境を整備 

②日常生活・社会生活の基盤となるサービスについて、需要・供給を長期
的に見通しつつ、住民負担の程度を考慮して、事業者・住民の理解・協
力を得ながら、現在・将来における提供を確保 

③結婚・出産は個人の決定に基づくものであることを基本としつつ、結
婚・出産・育児について希望を持てる社会が形成されるよう環境を整備 

④仕事と生活の調和を図れるよう環境を整備 

⑤地域の特性を生かした創業の促進・事業活動の活性
化により、魅力ある就業の機会を創出 

⑥地域の実情に応じ、地方公共団体相互の連携協力に
よる効率的かつ効果的な行政運営の確保を図る 

⑦国・地方公共団体・事業者が相互に連携を図りなが
ら協力するよう努める 

内容：まち・ひと・しごと
創生に関する目標や施策
に関する基本的方向等 

※人口の現状・将来見通
しを踏まえるとともに、
客観的指標を設定 

 
 

本部長： 
 内閣総理大臣 

副本部長（予定）： 
 内閣官房長官 
 地方創生担当大臣 

本部員： 
 上記以外の全閣僚 
 

まち・ひと・しごと 
創生本部 

（第11条～第20条）  

 まち・ひと・しごと創生 
総合戦略（閣議決定） 

（第８条）  

案の作成 
実施の推進 

実施状況の 
総合的な検証 

内容：まち・ひと・しごと創生に関する
目標や施策に関する基本的方向等 

 

都道府県まち・ひと・しごと創生 
総合戦略（努力義務）（第９条）  

勘案 

勘案 

施行期日：公布日（平成26年11月28日）。ただし、創生本部・総合戦略に関する規定は、平成26年12月２日。  

勘案 

目的（第１条）  

内容：まち・ひと・しごと創生に関する
目標や施策に関する基本的方向等 

 

市町村まち・ひと・しごと創生 
総合戦略（努力義務）（第10条）   



○「地方版総合戦略」の策定・実施の財政的支援

２８年度以降 

○地域住民生活等緊急支援のための

交付金（仮称）

経済対策（まち・ひと・しごと創生関連） 

地方創生先行型の創設 

地域消費喚起・生活支援型 

メニュー例： 

プレミアム付商品券 

低所得者等向け灯油等購入助成 

ふるさと名物商品・旅行券   等 

国の総合戦略：2015～2019 年度（５か年）の政策目標・施策を策定 

 国の長期ビジョン:2060 年に１億人程度の人口を確保する中長期展望を提示 

地方への多様な支援と「切れ目」のない施策の展開 

○国：２７年度を初年度とする「総合戦略」を推進。

○地方：国の総合戦略等を勘案し、「地方人口ビジョン」及び

「地方版総合戦略」を策定し、施策を推進。

 地方版総合戦略：各地域の人口動向や産業実態等を踏まえ、2015～2019 年度（５か年）の政策目標・施策を策定 

地方人口ビジョン：各地域の人口動向や将来人口推計の分析や中長期の将来展望を提示 

＜地方公共団体の戦略策定と国の支援＞ 
・地方が自立につながるよう自らが考え、責任を持って戦略を推進。 

・国は「情報支援」、「人的支援」、「財政支援」を切れ目なく展開。 

緊急的取組 ２７年度 

○「地方創生人材支援制度」
・小規模市町村に国家公務員等を首長の補佐 

役として派遣。

○「地方創生コンシェルジュ制度」
・市町村等の要望に応じ、当該地域に愛着・関 

心を持つ、意欲ある府省庁の職員を相談窓口 

として選任。 

窓

総合戦略に基づく取組 

○「地域経済分析システム」
・各地域が、産業・人口・社会インフラなど 

に関し必要なデータ分析を行い、各地域に 

即した地域課題を抽出し対処できるよう、 

国は「地域経済分析システム」を整備。 

情報支援 人的支援

財政支援

地方の積極的な取組を支援する自由度の高い交付金を、26 年度補正予算で先行的に創設。地方版総合戦略の早期かつ有効な

策定・実施には手厚く支援。対象事業は、①地方版総合戦略の策定、②地方版総合戦略における「しごとづくりなど」の事業。メニ

ュー例：ＵＩＪターン助成金、創業支援、販路開拓など。 

○総合戦略の更なる進展

新型交付金の本格実施へ 

○地方版総合戦略に基づく事業・施策を

自由に行う 

○客観的な指標の設定・PDCA による効

果検証を行う 

○企業の地方拠点強化に関する取組を促進するための税制措置

○地方創生の取組に要する経費について地方財政計画に計上し、地方交付税を含む地方の一般財源確保  等 

税制・地方財政措置 

総合戦略に基づく取組 



まち・ひと・しごと創生基本方針2016

１．地方創生をめぐる現状認識
◎人口減少の現状 ⇒ 平成27年の総人口は１億2,711万人で、平成22年時（前回国勢調査）に比べ94万７千人の減少。

合計特殊出生率は1.46となり、平成26年から上昇。年間出生数も若干増加し100万5,656人。
◎東京一極集中の加速 ⇒ 平成27年に東京圏へ約12万人の転入超過（前年比約１万人増）。
◎地域経済の現状 ⇒ 有効求人倍率や賃金、就業者数など雇用面で改善も、消費の回復が大都市圏で先行するなど

地域経済はなお低迷。全国的に人手不足が顕在化。

２．地方創生の本格展開
全国で47都道府県、平成27年度までに1,737市区町村の地方自治体において地方版総合戦略が策定され、地方創生は
「戦略策定」から本格的な「事業展開」の段階。一億総活躍の取組と相互に連動しながら、下記の取組を進める。

３．各分野の政策の推進 ４．地域特性に応じた戦略の推進 ５．多様な支援

各分野の政策推進 地域特性に応じた戦略の推進 多様な支援

１．地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする（ローカル・
アベノミクスの実現）

２．地方への新しいひとの流れをつくる

３．若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる（地域アプ
ローチによる少子化対策の推進）

４．時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、地
域と地域を連携する
①稼げるまちづくりとｺﾝﾊﾟｸﾄｼﾃｨや広域連携の推進等

②集落生活圏維持のための地域運営組織及び「小さな拠点」
の形成

情報支援
・RESASの内容充実や利便性の
向上、普及促進

地方創生版三本の矢

人材支援
・「地方創生ｶﾚｯｼﾞ」事業の推
進等

財政支援
・地方創生推進交付金や地方
創生応援税制（企業版ふる
さと納税）

①地方と世界をつなぐローカル・ブランディング
②ローカル・イノベーションによる地方の良質な「しごと」の創出
③ローカル・サービス生産性向上
④地方の先駆的・主体的な取組を先導する人材育成
⑤「創り手」となる組織づくりの支援

①企業の地方拠点強化
②政府関係機関の地方移転
③「生涯活躍のまち」の推進

①地域の実情に応じた働き方改革

各分野の政策推進に加え、過度な東
京一極集中や人口減少の進行を踏ま
え、地方創生の一層の推進を図る観
点から、地域特性に応じ、取組が遅れ
ている課題について戦略・事業を強化

①東京圏への若者の転出が多い政令
市・県庁所在市等
＜対策例＞

・首都圏や地元の学生を対象とした
地方創生インターンシップ
・地方就職を支援する奨学金
・働き方改革

②今後急速な社会減及び自然減が予
想される地域
＜対策例＞
・コンパクトシティ
・小さな拠点・地域運営組織
・公共施設の集約・複合化と利活用


